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面 接 士 報 奨 金 引 当 金

前 払 年 金 費 用

資 本 金

長 期 前 払 費 用 資 本 剰 余 金

株 主 資 本

差 入 敷 金

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

（ 純 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

棚 卸 資 産 未 払 消 費 税 等

仮 払 金

未 収 入 金

建 設 仮 勘 定

科　　　　　目 科　　　　　目金　　　　　額 金　　　　　額

貸 借 対 照 表
商号　スミセイ保険サービス株式会社 代表者 　　　小森　誠

年 月 日 現 在

(単位：円)

現 金 及 び 預 金 未 払 金

確 認 未 収 入 金 未 払 費 用

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等

預 り 金

固 定 資 産 固 定 負 債

負 債 の 部 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産

建 物

器 具 及 び 備 品

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

別 途 積 立 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金



個別注記表

（ 年 月 日から 年 月 日まで）

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
ａ．資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品…最終仕入原価法

ｂ．固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
定率法（ただし、 年 月 日以降に取得した建物（附属設備を除く）
および 年 月 日以降に取得した建物附属設備および構築物について
は定額法）を採用しております。
無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

ｃ．引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上することとしております。この結果、当事業年度末において貸倒
引当金は計上しておりません。
賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。
退職給付引当金（前払年金費用）
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。退職給付債務の計算は、退職給付に係る期末会社
都合要支給額を退職給付債務とする簡便法によっております。

．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計上の見積りの変更に関する注記
ａ．退職給付引当金（前払年金費用）の見積り方法の変更

退職給付引当金（前払年金費用）について、会社都合要支給額での支
給の蓋然性が高まったため、当事業年度末より従来の自己都合退職
から会社都合退職による期末要支給額を退職給付債務とする方法に
よって計上するよう変更しております。
この変更により、従来の方法に比べて、当事業年度末の前払年金費用
は 円減少しております。

３．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における発行済株式数

普通株式 株
以 上


